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はしがき 

 

沖縄県では、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の着実な推進を図るため、「沖縄

２１世紀ビジョン実施計画」で示した「施策」と「主な取組」を対象に、Plan(計

画)、Do(実施)、Check(検証)、Action(改善)のいわゆるＰＤＣＡサイクルを導入

し、毎年度、検証や改善を継続的に行っている。この実施結果に基づく計画の進捗

管理と施策の評価を通じて、県政の効果的な推進を図っている。 

 

令和元年度は、実施計画で示した「施策」とその施策を推進する手段である「主

な取組」のうち、平成 30 年度に実施した 257 の「施策」と、1,579 の「主な取組」

を対象に、推進状況や成果指標の達成状況等を取りまとめ、その結果を公表した。 

 

県民生活向上への効果等を示す成果指標の状況では、全体の 82.1％が実施計画

策定時の沖縄県の状況を表す基準値より｢前進｣となり、46.3％が平成 30 年度の計

画値を達成するなど、成果が現れている。 

 

また、平成 30 年度に実施した各取組の進捗状況については、82.3％が｢順調｣に

推進されている。この結果、施策の 51％が順調あるいは概ね順調に推進している。 

 

沖縄県ＰＤＣＡでは、外部環境（社会・経済情勢の変化）を踏まえ、内部要因

（県の制度、執行体制など）や取組の実施方法などの改善余地について検証する

とともに、それに対する改善案の提示やこれまでの改善状況を評価・分析し、より

よい取組の展開につなげている。 

また、成果指標の令和３年度目標値の達成に向けて、毎年度の達成状況を進捗

管理するとともに、施策の推進状況を判定し、その要因を分析することで、施策推

進の一層の強化を図っている。 

 

本報告書は、公表結果のうち、施策総括表、成果指標一覧等を編さんしたもので

あり、各施策の推進状況や推進戦略案を庁内はじめ関係機関と共有し、今後のさ

らなる取組改善につなげることで、基本計画の着実な推進の一助となることを期

待するものである。 

 

今後は、ＰＤＣＡの公表結果に対する県民意見等を踏まえ、この結果を取組の

継続的改善や、予算要求等に活用することにより、基本計画の着実な推進を図っ

てまいりたい。 

 

令和元年８月 

沖縄県企画部長 宮城 力 





沖縄２１世紀ビジョン基本計画 基本施策 一覧 
 

１ 沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島を目指して 
（１）自然環境の保全・再生・適正利用  

（２）持続可能な循環型社会の構築  

（３）低炭素島しょ社会の実現  

（４）伝統文化の保全・継承及び新たな文化の創造  

（５）文化産業の戦略的な創出・育成  

（６）価値創造のまちづくり  

（７）人間優先のまちづくり  
 

２ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島を目指して 
（１）健康・長寿おきなわの推進  

（２）子育てセーフティネットの充実  

（３）健康福祉セーフティネットの充実  

（４）社会リスクセーフティネットの確立  

（５）米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理問題の解決  

（６）地域特性に応じた生活基盤の充実・強化  

（７）共助・共創型地域づくりの推進  
 

３ 希望と活力にあふれる豊かな島を目指して 
（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備  

（２）世界水準の観光リゾート地の形成  

（３）情報通信関連産業の高度化・多様化  

（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成  

（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成  

（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出  

（７）亜熱帯性気候等を生かした農林水産業の振興  

（８）地域を支える中小企業等の振興  

（９）ものづくり産業の振興と地域ブランドの形成  

（10）雇用対策と多様な人材の確保  

（11）離島における定住条件の整備  

（12）離島の特色を生かした産業振興と新たな展開  

（13）駐留軍用地跡地の有効利用の推進  

（14）政策金融の活用  
 

４ 世界に開かれた交流と共生の島を目指して 
（１）世界との交流ネットワークの形成  

（２）国際協力・貢献活動の推進  
 

５ 多様な能力を発揮し、未来を拓く島を目指して 
（１）沖縄らしい個性を持った人づくりの推進  

（２）公平な教育機会の享受に向けた環境整備  

（３）自ら学ぶ意欲を育む教育の充実  

（４）国際性と多様な能力を涵養する教育システムの構築  

（５）産業振興を担う人材の育成  

（６）地域社会を支える人材の育成  
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沖縄県ＰＤＣＡについて

沖縄県では、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」 の着実な推進を図るため、「沖
縄２１世紀ビジョン実施計画」で示した「施策」 と「主な取組」を対象に、Plan(計
画)、Do(実施)、Check(検証)、Action(改善)のいわゆるＰＤＣＡサイクルを導入し、
毎年度、検証や改善を継続的に行い、この結果を取組に反映させることにより、
施策の評価にとどまらず、効果的な推進を図る。

■ Check（検証）の視点
(１) 主な取組を着実に推進しているか
(２) 成果指標の達成や主な課題の解決に向かっているか
(３) 推進上の留意事項や環境変化を把握し、対応を図っているか

○ 沖縄県ＰＤＣＡとは

Do（実施）

２ 取組の状況
・活動実績
・前年度の改善案の実施状況
・取組の推進状況
・成果指標の達成状況

Plan（計画）

１ 取組の概要
・対応する主な課題
・取組内容（目的・対象・手段）
・年度別計画

Check（検証）

３ 取組の検証
・推進上の留意点

（内部要因・外部環境）
・改善余地の検証

Action（改善）

４ 取組の改善案
・検証項目に対する改善案

取組の継続的改善

- 1 -



令和元年度は、実施計画で示した「施策」 と「主な取組」のうち、平成30年度
に実施した257の「施策」 と1,579の「主な取組」を対象に、推進状況や成果指標
の達成状況を取りまとめ、その結果を公表。

施策：主な取組を課題ごとにまとめたもの
主な取組：課題の解決に向けた手段となる、具体的な取組

施策体系 取組の検証 サイクル

施策の総括

主な取組の検証

最終評価
（後半）

毎年度

後期５年

○ 沖縄県ＰＤＣＡの実施（対象年度：平成30年度）

基本計画

ビジョン

主な取組
（１，５７９）

施 策
（２５７）

施策展開
（１２１）

基本施策
（３６）

将来像
（５）

実施計画

- 2 -



Ⅰ 主な取組の進捗状況 （Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

Ⅱ 成果指標の達成状況 （Ｄｏ）

施策展開 1-(4)-イ 文化の担い手の育成

施策 ①　伝統文化の後継者育成・確保 実施計画掲載頁 50

対応する
主な課題

教育庁

平成30年度

主な取組
（所管部課）

決算
見込額
(千円)

進捗状況 活動概要
実施
主体

○伝承者・後継者の養成　

「施策」総括表

1
伝承者養成・技術錬磨事業

3,617 順調
　国・県指定無形文化財（芸能、工芸）の伝承者を養
成するために研修等の経費を一部を補助することによ
り支援した。

県

保存会（教育庁文化財課）

②伝統芸能や伝統工芸の後継者となる伝承者養成は一朝一夕にできるものではなく、長年にわたる技術や技芸の
修練と研鑽が必要であり、長期的・継続的な取組が求められる。

○多様な機会を通じて技能習得ができる環境の構築

2
伝統行事保存継承事業

500 概ね順調

　H30年10月に佐賀県にて開催された第60回九州地区
民俗芸能大会へ南城市の前川伝統芸能保存会を派遣し
た（県で経費一部補助）。また、演目「アヤグ」を上
演するにあたり、大会等での進行を支援した。西表島
の節祭については、来年度の事業開始に向けて、文化
庁との事前協議や申請書作成を支援した。

保存会等
（教育庁文化財課）

関係部等

1

成果指標名
基準値
(B)

実績値 計画値 H30年度
達成状況

伝承者養成・技術錬磨事業に
おける伝承者養成数（累計）

1,519人
（23年度）

5,502人
 6,892人
 8,301人
 9,712人
 11,194人
 11,101人

達成

担当部課名

状
況
説
明

15,301人

目標値
R3(H33)H26 H27 H28 H29 H30(A) H30(C)

教育庁文化財課


　伝承事業案の方針や計画の策定を支援することで、年間計画値1,400人を超え1482人を養成し、平成30年度の計
画値を達成した。

「施策」総括表　記載例
【施策展開】
将来像の着実な実現の
ため、沖縄２１世紀基本
計画及び沖縄２１世紀
ビジョン実施計画で記
載した施策展開の名称
を記載しています。

【施策】
主な課題に対応する取
組として「施策展開」を細
分化した「施策」の名称
を記載しています。

【対応する主な課題】
この施策に係る主な課
題。沖縄県の現状や対
応すべき問題、施策展
開の必要性などを記載
しています。

【事業・取組名】
この施策に属する主な
取組のうち、対象年度
（平成30年度）に実施し
た主な取組を記載して
います。

【所管部課名】
主な取組を担当する部
課名を記載しています。

【進捗状況】

沖縄２１世紀ビジョン実

施計画に記載されてい

る「年度別計画」と対象

年度（平成30年度）の

実績を比較した進捗状

況を記載しています。

[順調]
年度別計画どおり又は

前倒しで取組を推進し

ている（90％以上）

[概ね順調]
年度別計画と比較して

概ね取組を推進してい

る（75％以上～90％未

満）

[やや遅れ]
年度別計画と比較して

若干の遅れがある

（60％以上～75％未

満）

[大幅遅れ]
年度別計画と比較して

大幅に遅れている

（60％未満）

[未着手]
年度別計画に示した活

動に未着手

【活動概要】
主な取組の活
動内容や活動
指標の進捗な
ど、平成30年度
の活動概要を
記載しています。

【施策の小項
目】
「施策」の中の
主なまとまりを
示しています。

Ｐｌａｎ
沖縄２１世
紀ビジョン
実施計画
の内容

Ｄｏ
平成30年
度の活動
実績

Ｄｏ
平成30年
度の活動
実績

【成果指標】
沖縄県等が実施する活動の成果。各施
策で掲げた課題に対する成果、県民生
活の向上への効果等を記載しています。
施策効果を検証する際の基準や物差し
としての役割をもつ指標として沖縄２１世
紀ビジョン実施計画において設定したも
のです。

【Ｈ30年度 達成状況】
「Ｈ30計画値（Ｃ）」と「Ｈ30実績値（Ａ）」を比較して、どの程度達成した

かを示した割合を記載しています。
なお、割合が100%以上の場合は「達成」、基準値より下がる「後退」の

場合はマイナス表示となります。

達成状況 計算式

（Ｈ30実績値(A) － 基準値(B)）
達成率（％） ＝

（Ｈ30計画値(C) － 基準値(B)）
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Ⅲ 施策の推進状況の分析 （Ｃｈｅｃｋ）

（１）施策の推進状況

（２）施策の推進状況の分析

Ⅳ 施策の推進戦略案 （Ａｃｔｉｏｎ）

　当該施策の推進状況は、「順調」である。

○伝承者・後継者の養成
・伝承者養成・技術錬磨事業については、計画値以上の1,482人を養成することができた。伝承者の養成には長い年月を要
するため、単年度の実施がすぐに新たな保持者の認定に結び付くものではない。これまで伝承者養成技術錬磨事業を継続
して実施したことにり、国県指定無形文化財（芸能、工芸）の保存につながっている。

○多様な機会を通じて技能習得ができる環境の構築
・伝統行事保存継承事業については、計画値３件に対して、平成30年度実績値は２件と「概ね順調」であった。九州地区
民俗芸能大会へは１団体を派遣した。この大会は県外で公演する機会となり、保存継承の意欲を高めることができる。西
表の節祭は文化庁の助言もあり、衣装新調及び記録集作成の２年計画で来年度から実施する。国庫補助事業の活用で、衣
装等の新調修理、記録保存等、さまざまな方法で伝統行事の保存継承を支援することができる。

[主な取組]
○伝承者・後継者の養成
・伝承者養成・技術錬磨事業については、「組踊」「琉球舞踊」等の研修生が多い伝承者養成事業は、事業の範囲内でよ
り効果的な研修が実施できるよう、その内容や方法等について具体的計画的に検討していく。また、工芸技術について
は、工芸の種別ごとに抱える課題が異なるため、課題解消に向けての方法や内容等について具体的計画的に検証してい
く。

○多様な機会を通じて技能習得ができる環境の構築
・伝統行事保存継承事業については、市町村文化財保護行政担当研修会等において、九州地区民俗芸能大会については映
像資料や記録集を用いて、国庫補助事業については過去の取り組み事例の紹介や対象となる事業について説明を行い、こ
れらの事業を活用するメリット等を周知する。その他、各市町村の伝統行事について保存継承状況の調査を行って現状を
把握する。

Ⅰ 主な取組の進捗状況 （Ｐｌａｎ・Ｄｏ） 50.0%
施策推進状況 順調

Ⅱ 成果指標の達成状況 （Ｄｏ） 100.0%

【Ⅱ 成果指標の達成状況】

「成果指標」の総数のうち、H30年度達成状況

「達成」した数を割合で算出し記載しています。

成果指標の H30達成状況「達成」の数

達成状況（％） ＝

「成果指標」の総数

【Ⅰ 主な取組の進捗状況】
「主な取組」の総数のうち、進捗状況「順調」の数
を割合で算出し記載しています。

主な取組の 進捗状況「順調」の数
進捗状況（％） ＝

「主な取組」の総数

【施策推進状況】
上記Ⅰ、Ⅱのそれぞ
れの割合に基づき、下
記の「施策評価の判
定基準（※）」に当ては
めて、施策推進状況を
判定しています。

【施策の推進状
況の分析】
施策を構成する
「主な取組」の進
捗状況や「成果
指標」の達成状
況を踏まえ、施策
全体の推進状況
を把握するととも
に、その要因の
分析を記載して
います。

【施策の推進戦
略案】
当該施策を構成
する「主な取組」
及び「成果指標」
の検証を踏まえ、
施策の推進戦略
案（改善案）を記
載しています。

Ｃｈｅｃｋ
平成30年
度の活動
実績に対
する検証

Ａｃｔｉｏｎ
検証を踏
まえた施
策や取組
の改善案

【Ⅰ】縦軸は施策の「主な取組」の総数のうち、進捗状況が「順調」となった取組数の割合

【Ⅱ】横軸は施策の「成果指標」の総数のうち、H30年度達成状況が「達成」となった指標数の割合

成果は順調だが、

取組は遅れている

40％ 80％ 成果指標
【Ⅱ】「達成」指標数の割合

（※）「施策評価の判定基準」　区分表

   主な取組
   【Ⅰ】「順調」取組数の割合

取組は順調だが、

成果は遅れている

概ね順調 順調80％

取組は概ね順調だが、

成果は遅れている

40％

大幅遅れ
成果は概ね順調だが、取

組は遅れている
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